予算要求資料
平成31年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：林業振興費
	事業名　100年先の森林づくり普及啓発行事開催事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　林政部　林政課　政策企画係　電話番号：058-272-1111（内3020）

　　　　　　E-mail： c11511@pref.gifu.lg.jp
１　事業費 4,670千円（前年度予算額：　0千円）

＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	4,670
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,670

	決定額
	4,670
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,670


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
第39回全国育樹祭で発信したメッセージ「次の世代へ森をつなぐ」ため、

県森林づくり基本計画において、将来を見据えた望ましい森林の姿へ誘導す

る「１００年先の森林づくり」を重点政策の柱の一つとして進めているとこ

ろである。

一方、揖斐川町は、会場となった谷汲緑地公園を含む一帯のエリアに、育

樹祭の理念を表すような名称を付け、これを披露する行事を２０１９年１０

月に計画している。

同基本計画の中間年に行われる上記行事を県と町で共催することによって、

再度県民に１００年先の森林づくりを普及し、取組みを深化させる。

（２）事業内容
　　　第39回全国育樹祭の会場（揖斐川町谷汲）において、１００年先の森林

づくりの取組みを普及啓発する行事を開催する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　本事業は県の森林づくり計画の重点施策を普及啓発するためのものであ

り、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	636
	講師等への謝金

	旅費
	     249
	イベント準備・開催等に係る業務旅費、

講師等への費用弁償

	需用費
	 682
	出展のための材料費、その他消耗品費

	役務費
	　    25
	郵便料

	保険料
	　　  50
	イベント保険料

	委託料
	3,028
	キャラバンの運営、テント設営等の委託

	合計
	4,670
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　第３期岐阜県森林づくり基本計画
　　　　１００年の森林づくり関連プロジェクト
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　第39回全国育樹祭で発信したメッセージ「次の世代へ森をつなぐ」ため、県森林づくり基本計画において、重点政策の柱の一つである、将来を見据えた望ましい森林の姿へ誘導する「１００年先の森林づくり」の取組みをより多くの県民参加によって進められるよう、県民に普及啓発する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	「１００年の森林づくり計画」策定割合
	-
（-）
	55
（H29）
	（H  ）
	55
（H29）
	100
（H33）
	55％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	　（平成３１年度単年度事業のため該当無し。）


（前年度の成果）

	（平成３１年度単年度事業のため該当無し。）


	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	第３期森林づくり基本計画の重点政策である１００年先の森林づくりを進めるためには、より多くの県民が森林・林業に関心を持ち参画いただくことが必要であり、その契機となった全国育樹祭の会場において普及啓発を行うことは意義がある。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	施策の推進委あたっては、関係者のみではなく、広く県民に関わっていただくことが重要である。多くの県民が森林・林業・木材産業に関心を持ち、理解いただくための手法について引き続き検討し、実践していくことが必要である。


（次年度の方向性）
	


